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Ⅰ．緒 言 

 

 スポーツ庁は，2022(令和 5)年より，休日の部活動の段階的な地域移行を 2024(令和 7)年度末を目途に進

めていくこととしている。そして，地域の実情等に応じて，合意形成や条件整備に時間を要する場合も，

可能な限り早期の実現を目指すとしている 7)。しかしながら，部活動の地域移行に関しては，例えば，これ

まで教員が実施していた指導に代わる指導者を配置したり，学校以外もしくは学校であっても活動場所を

調整したり，地域移行と言っても受け皿となるべく組織や団体をどうするか，大会出場や会費や保険な

ど，課題や問題が山積している。 

 これまでの歴史を遡っても，1970(昭和 45)年頃に教員の時間外手当を巡る同様な議論が繰り広げられた

ものの行き詰まり，一律月額 4%の手当支給とする「教員給与特別措置法」に決着し，さらに同時期に係争

中であった部活動の練習中自己の責任について，勤務時間外であっても指導教師は生徒の生命身体に注意

を払う職務上の義務がある旨判決が下されたこともあり，結局は学校教育下に戻った過去がある 6)。 

 それ以降，課外活動である日常の部活動指導や休日の指導や大会出場が業務（職務）か否かについて，

学習指導要領には「生徒の自主的、自発的な参加により行われる部活動」と明記されながらも，常にグレ

ーな領域として扱われ，あるときには教育活動下としながらも，教育課程外であるため業務とならないな

ど，堂々巡りが続いていた。しかし，近年教員以外の職種でも労働問題が叫ばれ，SNS 普及に伴い現場の生

の声が伝わりやすくなったことも影響し，会社や企業のコンプライアンス遵守の立場から，労働者の人権

や権利保障が当然のことながら守られるようになってきた。 

これまでも，2018(平成 30)年 3 月にはスポーツ庁が「運動部活動のあり方に関する総合的なガイドライ

ン」9)として，休養日を週あたり 2 日設定し，1 日の活動時間も平日最長 2 時間程度，休業日は 3 時間程度

とするよう示したり，中教審も 2019(平成 31)年 1 月「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運

営体制の構築のための学校における働き方改革に関する総合的な方策」について，将来的には部活動を学

校単位から地域単位の取組にし，学校以外が担うことも積極的に進めるべきであるとしている。さらに，

政府も 2019(令和元)年 11・12 月に衆参両院にて「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特

別措置法の一部を改正する法律案」に対して，教職員の負担軽減を実現する観点から，中教審決定を後押

しする付帯決議を行っている。これらを受け，2021(令和 3)年度には「地域運動部活動推進事業」8)として

予算新設し，全国各地の拠点校（地域）において，実践研究を行い，休日の地域部活動の全国展開につな

げようとしている。 

 本学，北方圏生涯スポーツ研究所スポーツクラブ「スポルクラブ」（以下，スポルクラブ）において

も，こうした状況に鑑み短期陸上教室の開催や，各部活動毎に中高生向けのクリニックを開催するなど，
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本学として教育活動でもあり，地域貢献や社会貢献につながる活動として行われてきた。これまでの活動

については，筆者らによる報告 4,5)のとおりであるが，部活動の地域移行政策がかなりスピード感あるスケ

ージュールとして示されたこともあり，本学としても連携や協力をすべきであり，リードしてすすめてい

く必要性も感じていた。そのような時期において，本学が所在する江別市においても，地域移行に関する

取り組みに関する検討において相談もあり，本年度から部活動のあり方検討委員会（以下，検討委員会）

を発足させ，メンバーには，市内中学校校長，教頭，関係教員，PTA，地域団体，学識経験者，そして教育

委員会から構成された。 

そこで，本報告では，筆者が検討委員会のメンバーの一員として選出され，また，江別市における部活

動の地域移行について，同市の大学連携支援事業の選定されたこともあり，同市の部活動の地域移行動向

を踏まえつつ，Ebetsu 型部活動地域移行モデルの構築へ向けた方向性や今後の連携や協力について視座や

知見を得ようとするものである。 

 

Ⅱ．江別市の部活動の地域移行における動向 

 

1． 江別市の部活動をめぐる現状 

まずは，江別市内の中学校の部活動における現状について概観する。江別市は北海道中部（道央地方）

にある人口約 12 万人の都市である。札幌中心部まで車でも 40 分程度，公共交通機関では約 20 分とアクセ

スが良く，新興住宅の建設もあり周辺自治体で人口減少が続いているなか，2019(令和元)年には 15 年ぶり

の人口増となっている。市内中学校数は 8 校あり，小学校は 18 校，高等学校は 5 校，本学を含めた大学も

4 大学ある。特に本学周辺は文教地区として学生以外の住民も比較的多い地域となっている。 

江別市資料 2）によると，市内中学校の生徒数は，2023(令和 5)年 5 月 1 日時点で 2,788 人であり，運動

部活動については，表 1 のとおり，13 部（男女あるものは 2 つとする）が活動している。それぞれの人数

内訳は，表 2 のとおりであり，合計 1,421 人が運動部活動に加入しており，その割合は 51.0%と 2021(令和

3)年の全国平均 58.1%から比べると下回るものの，表 2-1 の学校自体に設置は無いものの大会出場上加入人

数としている活動人数を含めると 57.9%となり，概ね平均と言える。しかしながら，表 3 の 1998(平成 10)

年のピーク時および過去 5 年の生徒数から推計した今後の推計値をみると，2027(令和 8)年には現在の

98.3%であるものの，2019(令和 1)年との比較では 62.3％と大きく減少していることが示されている。 

そこで，江別市教育委員会が，こうした現状と部活動の地域移行について検討する基礎資料とすべく，

現在小学 5・6 年生 1,958 人とその保護者 1,921 人，全中学校の生徒 2,903 人とその保護者 2,667 人，およ

び全中学校 8 校の部活動主顧問 87 人に Google Form を利用したアンケートを 2023(令和 5)年 9 月に実施し
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た。この調査では部活動の地域連携や地域移行に関する意向，課題や問題について，次のような回答を得

ている。回答数は，小学 5・6 年生 263 人(回収率：13.4%)，その保護者 434 世帯(22.6%)，全中学校の生徒

263 人(9.3%)とその保護者 612 世帯(22.9%)，全中学校部活動主顧問 76 人(87.4%)であった 

結果の概要 1）としては，内容が多岐にわたりボリュームも膨大であることから，あくまで概要として，

以下の通りまとめるものである。小学生については 6 割が小学生から行っている活動を継続したい，大会

やコンクールへの参加を目指したいは 5 割弱で，仲間との活動を通じて楽しみたいが 5 割強であった。中
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学生については回答者のの 7 割が部活動に加入しており，専門的な指導を望み，競技力や技術の向上を求

める声もあるもののの，地域移行には否定的な回答も多かった。保護者については，地域移行に肯定的で

ありながらも，責任の所在や費用負担，移動や送迎の不安が多く出された。そして，顧問教員について

は，回答者の指導や活動経験ありが 70%，活動経験なしで指導経験ありが 20%，ともになしが 10%であっ

た。そのうえで，地域移行については各競技，部活，学校毎で状況が異なるので一概には言えないが，取

り組みは早急に進めるべきが 40%でああり，やはり勤務時間や休日の適正化，通常業務への影響を懸念する

回答があった。これらを概観するところ，概ね近年指摘されている問題や課題を同様であり，江別市特有

の課題や問題ではないものの，江別市の実情や意見を踏まえながらすすめていくための貴重な調査となっ

たと言える。 

 

2． 今度の展開 

 これらの調査から導き出された方向性として，大きく 3 点があげられる。まずはこの部活動の地域連携

と地域移行へ向けた動きを継続して検討していく必要があること。次に，顧問以外が学校で部活動を指導

することに，生徒や学校が慣れる必要があること。そして，部活動の地域移行へ向けては，スモールステ

ップで課題を解決していく必要があることである。こうした方向性をある程度明確に示すことにより，児

童生徒，保護者や学校にとって地域移行とはどういうものなのかがわかりやすく理解されるとともに，ま

た部活動の在り方検討委員会としての考えを共有するだけでなく，江別市全体をあげて取り組んでいかな

ければならないことが示されるのではないかと考える。 

 そのために，部活動の在り方検討委員会ではこれまで 2 回の検討を踏まえ，ワークショップを開催する

こととなった。これまでも江別市は学校選択制を導入したり，部活動指導員も活用してきた。児童生徒は

もちろん，保護者や関係団体においても部活動の地域移行は近年ニュース等での報道もあり耳にしている

ものの，やはり，どのようなものであるのか，また江別市としてどのようにしていくべきかのか，皆目見

当もつかないであろう。したがって，まずは，それらを丁寧にかつわかりやすく，あくまで参加者である

児童生徒にとって有益活動となるよう，すすめていく必要がある。 

 ワークショップは 2 回ほど実施を予定し，1 回目はアンケート結果から導き出された方向性に基づき「部

活動指導員導入について」と，2 回目は地域移行へ向けての具体的な方策として検討すべき「拠点校方式の

導入について」とし，課題を洗い出し，共通課題，特有課題，短期的課題，中長期的課題を整理すること

となった。ワークショップへの参加者は，各競技種目 1 名以上は参加を調整し，部活動数が多い競技種目

については 2〜3 名の参加も可能とした。また，少年団，地域団体，スポーツ協会関係者，保護者，一般公

募を加え，意見や発言が出やすいよう 5〜6 名のグループを 5 つ程度としていくこととなった。このワーク
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ショップの運営については，江別市教育委員会関係者のほか，ワークショップの運営に慣れている NPO 団

体の協力を得，1 回目の開催前段には部活動地域移行アドバイザーの講演を開催し，地域移行に関するこれ

までの流れや前述の A 市での調査結果等資料も事前に配付し理解を深め，2 回目は，前回の「部活動指導員

の導入」における結果紹介と「拠点校方式の導入」についてグループワークを行い，課題と解決策を整理

した。 

多くの問題課題が山積されるものの，地域移行への流れや方向性は変わることはないと見通すものであ

る。経緯や施策実施方法，あるいはそもそも地域移行の是非について疑問や異議を持ったとしても，一個

人や一自治体などでどうすることもできなく，また行政やアドミニストレーションの観点からは，変動す

る環境や条件に適応して成長を図っていかねばならず，江別市としていかにこの部活動の地域移行をより

よいカタチで方向付け，具体的な実施へともっていき，第一義的に参加者である児童や生徒にとって有益

な活動となるよう尽力しなければならない。 

 そのための後ろ盾として，予算の確保が望まれる。これまでは教員給与特別措置法に乗じて，時間外や

休日の手当がグレーのままであったが，今後の地域移行においてその部分が無給のまま指導者がボランテ

ィアで指導に当たらざるを得ないようでは，教員の過重労働の問題解決にはつながっても，別の問題が発

生する。加えて，教員の兼職兼業が認められ，指導謝金を受け取り指導に当たることが出来ても，その原

資はどこから来るべきか，さらに，報酬を受け取らないのは自由であろうが，ボランティアで指導に当た

るのは，問題解決といえるのかどうか，さまざまな考え方や意見が錯綜する。そのことについては，文科

省も 2023(令和 5)年今年度予算概算要求の段階においては，運動部活動の地域連携や地域スポーツクラブ

活動移行へ向けた環境の一体的な整備等予算として 240 億円ほどの大幅な要求しながらも 28 億円のみとな

り，国としての地域移行の問題認識の低さを露呈させた。来年 2024(令和 6)年度においては，同予算 1.5

倍増の 42 億円の概算要求を試みている。 

 

Ⅲ．本学の取組 

 

1．陸上教室および陸上競技のトレーニング指導 

本学にスポーツ科学センターが 2021(令和 2)年に発足したことを契機として，短期陸上教室を同年 10 月

に開催し，小学生 45 名が参加，本学教員と元日本代表卒業生を講師に，陸上競技部やスポーツ教育学科の

学生のサポートしながら進められた。翌 2022(令和 4)年 12 月には，2 回目を開催し，小学生 29 名が参加し

た。小学生に対する走り方の教室であったが，今後は，より専門的に中学生を対象として指導や教室を実

施することを考えていた。そして，本年度 3 年目となり，今回の補助金を活用し，地域移行の対象となる
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中学生を対象として，月 2 回の陸上競技のトレーニング指導を計画した（図 1）。開始時期が遅くなったこ

ともあり，10 月から全 8 回予定とした。30 名の受入れを予定していたものの，申込が思わしくなく，結果

的には，各回数名程度の実施となった。 

 

 

図 1 陸上競技のトレーニング指導に関する案内 

 

実施内容（表 4）については，中学生の競技レベルを把握するため，初回に体力測定を行い，ウォーミン

グアップやトレーニング内容は，参加生徒の種目希望を取っていたので，その種目とともに学生が考案した

ものを実施した。毎回指導内容については，本学教員及び指導者間で事前に打ち合わせを行い，前回のトレ
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ーニング状況，中学生の状況を鑑みアレンジを加えていった。実施の様子については（図 2）に示すもので

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 実施の様子 
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また，打ち合わせにおいては，学生の指導状況を，学生間でお互いに指摘させた。例えば，①中学生の

指導中は，個人の練習をすることなく中学生の指導時間であることの再確認をすること，②指導内容をメ

インで指導する際，説明はするが動きの示範が中途半端でわかりづらいなどである。中学生たちも徐々に

大学生の指導にも慣れ，信頼関係も芽生えた状況がみられた。そして，保護者との連絡も密にするなか，

子どもたちが楽しみにしているなどの連絡も多々いただいていた。 

 

2．今後の展開 

 現在，本学スポルクラブは，地域クラブと体操クラブの両クラブが設置されているが，両クラブの活動

は主に屋内体育・スポーツ施設であるため，屋外を主として活動する陸上競技であれば，新たなプログラ

ムとして展開が可能ではないかと考えている。しかしながら，本学スポルクラブのひとつとして活動を継

続していくことは，人的，運営的な側面で引き続き検討を要するところである。また，短期陸上教室も，

第 3 回が 2024(令和 6)年 1 月実施予定となっているが，この教室は，主に小学生に対する走り方の教室で

あり，地域移行の一環として，中学生を対象とし，スポット的あるいは出張して指導にあたることも十分

考えられる。 

地域移行の一環として考えると，ある程度定期的な活動が望まれ，現状の運動部活動のあり方に関する

総合的なガイドラインに促せば，最大で平日 4 日，休日を合わせると 5 日の実施可能かどうかの検討が必

要となる。中学生の参加者数にもよるものの，そうした実施が果たして可能かどうか，本学学生の部活動

に影響を及ぼすようでは本末転倒である。一方，活動場所は中学校とし，指導者として学生を派遣するこ

ととなれば，その学生の移動手段や拘束時間が課題として考えられる。本学施設を使用しても中学生が移

動することとなり，同じ課題を抱えることとなるが，冬期間の寒さや積雪を考えると，徒歩や自転車の利

用は制限されるため，保護者による送迎なのか，市として送迎車両の手配を行うなど，いずれにしてもこ

うした負担を誰が担うのかが課題となる。 

また，スポルクラブとしても，これまでのコロナ禍において，緊急事態宣言の発令に伴い，学生の授業

実施対応との兼ね合いもあり，ほかスポーツクラブやフィットネスクラブが再開するなか，依然活動が制

限され，配信等で工夫を重ねるも会員には多大な迷惑をおかけしてしまった。ようやく現状を取り戻し，

本年度 5 月からは国による新型コロナウィルス感染症の 5 類感染症移行により，いわゆるこれまでのイン

フルエンザ同様の扱いとなったものの，これまでの会員が離れてしまったり，新たな会員も参画しながら

も地域スポーツクラブとしてのコミュニティー形成が不十分であったり，スポルクラブとしても新たなあ

り方を模索しなければならないと感じている。 
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Ⅳ．まとめ 

 

本報告では，江別市の部活動の地域移行動向を踏まえつつ，Ebetsu 型部活動地域移行モデルの構築へ向

けた方向性や今後の連携や協力について視座や知見を得ようとするものであった。 

江別市の動向については，今後ワークショップの開催による情報共有と課題整理が行われ，江別市とし

ての方向性が，その後の進め方が概ね固まることとなる。早急な解決が可能なこと，時間をかけなければ

ならないこと，またそうであっても予算などの理由で出来ないこと，問題や課題が整理されたところで必

ず進捗するわけではない。そして，本学での取り組みと部活動の地域移行をどのような連携させていくべ

きか，あるいは，こうした新たな活動ではなく，これまでのスポルクラブとしての活動をより充実させて

いくべきか，スポルクラブだけではなく，本学として江別市と協議を重ねつつ連携を図り，江別市の実情

に即した Ebetsu 型として，本学学生や教職員，施設を調整しながら，地域クラブとしてのあり方，新たな

提供プログラムのひとつとして，部活動の地域移行について，早急な検討が求められると言える。 

また，部活動の地域移行が文科省及びスポーツ庁から打ち出され，総合型地域スポーツクラブが受け皿

としてあてがわれること，あるいはそうしたこと前提で進められることが妥当と捉えられる向きも少なく

ない。しかしながら，総合型地域スポーツクラブにおいては，2022(令和 4)年度から認証・登録制度もスタ

ートし，大きな変化があるところに加えての地域移行施策の打ち出しであり，行政や学校現場との調整に

戸惑い，前向きに検討を進めようとしながらも，大きな壁が立ちはだかっているとも言える。部活動の地

域移行についてのみであれば，問題となっていた教員の部活動に拘束されていた過重労働時間が解消され

るかもしれないが，生徒や会員，そして指導に当たる指導者やクラブ等の運営スタッフすべてが意欲的で

満足のいく活動とならなければ，本当の改革とはいえない。 

最後に，調査を実施していただいた教育委員会のみなさま，ならびに検討委員会メンバー，本学指導員

学生ほか，関係者の皆様に深く感謝申し上げ，報告とするものである。 

 

付 記 

 

 本研究は，2023(令和 5)年度北方圏生涯スポーツ研究所・選定事業および江別市大学連携調査研究事業の

一環として実施した。申告すべき利益相反はない。 
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